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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成された と評価する。 
本プロジェクトは、日本版「保育環境評価スケール」の開発を通じて、幼児教育の「質」が子供

たちの就学前の発達や小学校就学後の学力・非認知能力にどのような影響をもたらすのかを明ら
かにしようと試みたものである。本研究開発の問題意識は明確であり、従来の幼児教育が主とし
て待機児童問題の解消をはじめとする「量の拡充」を志向する一方、「質の向上」はもっぱら幼稚
園や保育所の現場における幼稚園教諭や保育士らの実践とその「省察」に委ねられてきた。自治
体レベルでの行政監査や第三者評価等の枠組みが存在しているものの、米国における「保育の質
評価・向上システム」（Quality Rating and Improvement System：QRIS）にみられるように、「保
育環境評価スケール」等の幼稚園や保育所の質を客観的な指標に基づき評価し、これを公表する
ことは行われていない。こうした幼児教育の質をめぐる客観的な評価結果が公開されていないこ
とは、幼稚園や保育所間の「質の向上」をめぐる市場メカニズムによる競争を不在にさせている
ことに加え、保護者への情報提供や啓発が十分ではないことを意味する。結果的には、必ずしも
根拠に乏しい口コミレベルでの情報によって、幼稚園や保育所の選択がなされており、こうした
状況は悪貨が良貨を駆逐する状況さえ誘発しかねない。本研究開発は、幼児教育および保育をめ
ぐるこうした現状を踏まえ、日本版「保育環境評価スケール」の開発とその実装による課題解決
の可能性を探索しようと試みたものであり、こうした目標設定は政策形成過程における研究開発
成果の伝達と受容に関する研究開発を求めた本プログラムの趣旨に合致するものであり、妥当で
あったといえる。 
本研究開発では、まず「保育環境評価スケール第 3版」を用いて、東京都福生市の認可保育所、

幼稚園、認定こども園の 5 歳児クラス（19 か所・24 クラス）と埼玉県和光市の認可保育所におけ
る 1歳児および幼児クラス（44 か所・80 クラス）の計 1300 名の児童に対する発達評価が実施さ
れた。トレーニングを受けたアセッサーを各保育所に派遣し、約３時間半の観察と約 600 の小項
目に及ぶ評価が行われた。また、専門家がクラス担当保育者と施設長に対してスコアが低い要因
と改善策について説明を行い結果について議論を行うことを内容とする専門性向上プログラム
(PD プログラム）を開発し、ランダム化のうえ介入群に対するプログラム提供が実際に行われて
いる。あわせて、担任保育士・教諭に対する質問紙調査として「乳幼児発達スケール」（KIDS）、
児童の保護者に対して強さと困難さ（SDQ）に関する質問紙調査も実施されている。 
これらの調査の結果として、本プロジェクトは保育の質に関するいくつかの重大な示唆を導出

している。第一に、東京都から開示された福祉サービス第三者評価事業における保護者評価やイ



 

ンターネット上のクチコミのいずれもが「保育環境評価スケール第 3 版」（Early Childhood 
Environment Rating Scale, Third Edition：ECERS-3）で計測した保育の質との相関がなかったこ
とから、経済的に恵まれた保護者ほど熱心に保活を行い、質の高い保育所を選択する結果として、
児童の発達や就学後の学力・非認知能力も高くなるというセレクションバイアスはあったとして
も限定的であるという結論を得ている。第二に、5 歳児クラスの保育の質は同時点では子どもの
アウトカムと目立った関連がなかった一方で、5 歳児クラスの保育の質は小 2 時点の学力を高め
るとともに、親の子どもに対するポジティブ感情、メンタルヘルスを向上させるという結果が得
られた。さらに、年長時に経験した保育の質の良さが小 4 時の学力の高さと関連することも明ら
かにされている。第三に、開発された専門性向上プログラムは「活動」のサブスケールを中心に
ECERS-3スコアが上昇しており、具体的には時間の使い方や物の有無、保育者の子どもへの関わ
り方が改善していることが明らかにされた。 
そして、本研究開発が最後に取り組んだのが日本版 ECERS の開発である。ここでは、海外との

比較可能性を残しつつ、日本における実態を反映した評価への適応を目指す精緻化と約 4 時間に
及ぶ調査の施設と調査員の負担感の軽減を目的とした簡易化の 2 つの方向性が志向された。特に、
後者については、2017 年から 2023 年にかけて収集された主として 3歳時と 5 歳児の 351 クラス
分の ECERS-3 データを用いて、項目反応理論を用いた各指標の困難度と指標の並びを再構成す
ることで、アウトカムの予測精度を高めた結果、約 100 個の指標で総スコアの 94％が説明可能な
ものとなっている。 
このように、本研究開発は優れた幼児教育の質に関する研究成果を創出している。ただし、本

プロジェクトが目標として設定していた「子供関連政策に関する有識者会議等で報告し、自治体
が実施している幼稚園や保育所の第三者評価の改善につなげる」「アメリカで定着しているような
「保育の質評価・向上システム」(QRIS)の日本版を創設することを目指す」といったことに対し
ては、研究開発の過程で東京都への企画提案がなされたほか、こども家庭庁や厚生労働省の大臣、
与党議員、知事や市長といった政治的なリーダーを中心に様々な政策担当者との意見交換や研究
報告が行われるなど、精力的なコミュニケーションを通じたアジェンダ・セッティングが試みら
れた。しかしながら、現行制度との整合性の問題や政治的・政策的コンテクストとの位置づけが
不明瞭な段階にあるなどの事情もあり、依然として実現に向けた具体的な道筋が描けていない段
階にある。とはいえ、それをもって直ちに本プロジェクトにおける成果の価値を棄損していると
はいえず、幼児教育の質の向上に向けて本プロジェクトが創出した知見は大きな意義を有するも
のと評価できる。今後は、現在投稿中のものも含め、これまでに取りまとめられた知見を学術論
文の形で発表することで、より説得力を持った形で「日本版QRIS」の意義と必要性を主張するこ
とが可能になるものと考えられる。こうした発展的な取り組みの中では、トップダウンでの政策
形成へのアプローチのみならず、ボトムアップからのアプローチ、特に現在のサービス提供者で
ある幼稚園や保育所の現場や設置者・認可者である自治体における受容性の検討を含め、さらな
る発展を期待したい。 
なお、当初の計画においては、日本版 ECERS の検討にあたっては、すでに取得済みのデータを

もとに精緻化と簡易化が目指されたが、実際にはサンプルサイズの問題から、さらに練馬区や千
葉県下の 4 自治体からデータを取得するなど継続的なデータ収集が行われている。こうした計画



 

の変更は、よりロバストな成果を得るために付加的に取り組まれた工夫というべきものであり、
適切に目標の変更がなされたものと評価できる。  
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○成果は、科学技術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると
評価する。 
本プロジェクトは、自治体と連携して幼稚園・保育所において ECERS-3を用いた幼児教育の質

の計測が試みられたほか、それを経年で追跡することにより、幼児教育の「質」が小学校就学後
の学力や非認知能力に影響を与えていることを定量的に明らかにしている。これらの調査を通じ
て、既存の第三者評価の中心となる保護者による主観的な満足度評価と ECERS-3 を用いた客観
的な質の評価との間に乖離がみられていることが示されるなど、幼児教育の提供をめぐる新たな
知見が得られたと評価される。特に、開発された日本版 ECERSについては、実際の政策実施過程
で利用する上では、日本の幼児教育のコンテクストに合わせて調整が行われているほか、調査主
体や施設側の負担感の軽減を目的として調査項目の圧縮がなされるなど、実際の政策実施過程に
おける利用を見据えたチューニングがなされている点も将来的な利用可能性を期待させるものと
いえ、高く評価される。ただし、日本版 ECERS の公表にあたって必要となる著作権上の技術的問
題については計画段階において実現可能性について慎重に検討されるべき点であったといえる。 
また、科学技術イノベーション政策の形成への寄与という観点では本研究開発の貢献は必ずし

も明瞭ではない。本研究開発の主たる関心は ECERS-3 を用いた幼児教育の質の評価とその日本
版の開発に求められていることから、問題関心の範囲が幼児教育の質のみに留まっているように
窺われる。この点は、採択段階から幼児教育政策のための科学の枠組みを越えて、科学技術イノ
ベーション政策に関連する知見としての汎用的な示唆を導出することを強く求めていただけに、
具体的な成果が得られていないのが残念である。 

 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する学術的知見あるい
は方法論等の創出に貢献し得ると評価する。 
本研究開発は、自治体と連携して ECERS-3 を用いた保育の質の評価を実際に実施することに

より、保護者の主観的な判断や満足度に依存しないより客観的な保育の質の可視化手法を提示し
ている。ケースの観察が一般的であるわが国の教育分野の研究状況を踏まえれば、本研究開発は
ECERS-3をはじめとする国際的な水準に合致した科学的な評価手法の導入を提起し、その有用性
を実践的な形で明らかにしようとするものであり、新たな学術的知見の創出に加え、教育分野の
研究における方法論的な開拓をも目指した取り組みとして高く評価される。 
 また、あくまでも本研究開発に関連する取り組みとしてではあるが、新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）の流行と幼児期の発達との関連性に関する研究として、パンデミックへの曝露
が幼児期の発達の遅れをもたらすという結果を導出し、論文がトップジャーナルに掲載されたほ
か、多くのメディアにおいても取り上げられるなど特筆すべき成果が得られている。 
他方で、「政策のための科学」としての観点、特にプログラム側の期待した政策形成過程におけ

る研究開発成果の伝達と受容という観点に照らせば、研究開発を通じて構築された新たな評価手



 

法が実際にどのような条件とプロセスのもとであれば受容され実際に活用されるのか（あるいは
されないのか）、そうした政策形成過程における知識利用に関するより実践的な知見の取りまとめ
が期待されたところである。その点、日本版 ECERS の導入あるいは日本版 QRIS の実現可能性
を模索する過程で得られた様々な知見は、本プロジェクトのみならず、研究開発成果の政策への
実装を志向する多くのプロジェクトが参照するべき知見となりうるものであり、今後は「政策の
ための科学」をとりまく多様な研究領域にも応用可能な実践的な示唆のとりまとめについても期
待したい。 
また、本プロジェクトは教育経済学の分野からのアプローチであり、本プログラムおよび

SciREX 事業のコミュニティとしては新たな学術分野から参入であったといえる。また、実施され
た調査は幼稚園や保育所といった幼児教育の現場やそれを所管する行政機関からの協力を得なが
ら推進されたものであり、こうしたステークホルダーに対する一定の啓発や育成、そしてネット
ワークの形成にも貢献していると考えられる。他方で、本プログラムの主催するイベントやワー
クショップへの参画はほとんどみられておらず、結果としては本プロジェクトメンバーらの参画
がプログラムのコミュニティに新たな価値を提供しているとは評価できない。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
プロジェクトの目標達成に向けて、取り組むべき課題が構造的に整理されており、個々の実施

項目ごとに詳細な目標設定や分析・アプロ―チの方法、工程等が現実感のある形で構想されてい
たことから、一部の項目で遅れや期間の見直しなどがみられたものの概ね計画的に研究開発が推
進された様子が窺える。コロナ禍にスタートしたプロジェクトであったこともあり、2020 年度に
予定されていた ECERS-3 に基づく和光市での調査については、予定されていた悉皆的な調査を
行うことができなかったが、それ以外は概ね計画通りに研究開発が推進されたものと評価される。 
他方、政策形成過程への働きかけについては、保育の質に関する客観的な評価と介入の重要性

についての伝達にとどまっており、科学的知見として新たに提示された手法やアイディアがどの
ようにして政策形成過程において受容されるのか（あるいはされないのか）をめぐる条件やプロ
セスを整理するには至っていない。本プロジェクトの究極的な目標である日本版 QRIS の将来的
な創設に向け、さらに説得力を持って本研究開発成果の有用性を主張するためには、開発された
日本版 ECERS を実際に活用したみたうえでの妥当性と有効性の検証が行われることが望ましい
ところである。その際には、トップダウンでの実装の観点のみならず、現場でのニーズや現場の
課題感への貢献など、ボトムアップでの受容性の検討などが丁寧に行われることを期待したい。
もっとも、こうした点は当初の計画には含まれていない点であり、本プロジェクトが重要な研究
開発成果を導出しているからこそ期待される、今後の発展的な研究課題というべきものかもしれ
ない。 
 
○また、本プロジェクトにおいては、研究代表者のリーダーシップのもとに、プロジェクトは概
ね適切に管理運営されていたものと評価される。的確なマネジメントのもと、基礎自治体と連携
して ECERS-3 に基づく調査を実施するとともに、政治的なリーダーシップとも意見交換や報告



 

が重ねられた様子が窺われる。なお、本プロジェクトでは、教育・研究に加え、政府への関与や
協力をはじめとして多忙を極める研究代表者のもと、プロジェクトメンバーが役割分担を行った
うえで着実に研究開発が推進されるなど、チームサイエンス化が一定程度進んでいたように見受
けられる。世界的な潮流として社会科学の分野においても個人研究からチームサイエンスへの移
行が進む中で、本プロジェクトはその一つのモデルを提示しているといえる。 
 しかしながら、本プロジェクトとプログラム・マネジメントチームとのコミュニケーションは、
本プログラムとしては異例といえるほど低調であった。本研究開発プログラムは、科学研究費助
成事業とは異なり、委託研究契約に基づくハンズオン型のマネジメントを特徴としている。プロ
グラム側からサイトビジット等の機会を再三にわたり求めてきたものの、結果としてプログラム
側が設定した総括面談の機会を除いて一度もそうした機会は提供されることはなかった点は苦言
を呈さざるを得ない。 
また、本プロジェクトは、東京財団政策研究所において研究代表者らが推進する研究プログラ

ム「教育の『質』が子供の学力や非認知能力に与える影響」および独立行政法人経済産業研究所
（RIETI）のファカルティフェローとして推進されている研究とほぼ直接的に問題関心を共有し
ているように見受けられる。そのため、本研究開発プログラムにおける委託研究契約に基づき実
施された内容と他の研究プログラム等で実施された内容との切り分けが明快ではないように窺わ
れる。実際の研究推進過程における実務的な重複や合流はともかくとして、成果に関する説明に
あたってはそれぞれの目標に照らしてその位置づけが明確に峻別される必要がある。 
 
■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトは、日本版「保育環境評価スケール」の開発を通じ、幼児教育の「質」が子ども

の発達や学力・非認知能力に与える影響を明らかにしたうえで、日本版 ECERS の構築が目指さ
れた。従来、日本の幼児教育政策は待機児童問題の解消をはじめとする「量」の拡充に偏ってお
り、「質」は現場の実践に委ねられてきた。本プロジェクトは、こうした状況を改善すべく、科学
的根拠に基づく客観的な評価手法の開発と導入に向けた検討を試みた点に意義がある。 
プロジェクトでは、東京都福生市や埼玉県和光市等の自治体と連携し、ECERS-3を用いた大規

模な調査を実施し、保育の質と子どものアウトカムとの関連性について重要な知見を導出した。
保護者評価における幼稚園・保育所に対する満足度や口コミと ECERS-3 による客観的評価に相
関がないこと、5 歳児・年長時の保育の質が小 2・小 4時点の学力や親のメンタルヘルス等に影響
すること、そして専門性向上プログラムで ECERS-3スコアが向上すること等、学術的にもまた幼
稚園政策における実践の観点からも重要な示唆が得られている。さらに、ECERS-3をもとに日本
の実情に即し、かつ調査負担を軽減した日本版 ECERS を開発し、高い予測精度と実用性を実現
した点は特筆すべき成果といえる。 
しかし、「日本版QRISの創設」という最終目標に向けては、現行制度との接続や政治的・政策

的コンテクストにおける位置づけなどの課題もあり、実現への道筋が具体的に描けている状況に
は至っていない。政治的なリーダーを中心に活発な意見交換が行われた様子が窺われるものの、
こうした政策コミュニケーションの過程においてトップダウンの政策形成アプローチだけでは政



 

策的な受容が進まないといった実践的な知見も示唆されるなど、「政策のための科学」としての重
要なレッスンも得られているように窺われる。今後は幼稚園や保育園等の現場におけるニーズや
第三者評価の枠組みを既に運用している自治体における日本版 ECERSの受容可能性の検討など、
ボトムアップの取り組みを含めた多様なアプローチからのアジェンダ・セッティングが進められ
ることを期待したい。 
 
■特記事項 
なし 
 


